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県民活動課 

 

 

１ 意見の募集期間及び結果 

【募集期間】令和２年12月14日～令和３年１月13日 

【提出人数】６人 

【提出方法】電子メール：５人，電子申請：１人 

 

２ 意見の内容と県の考え方・対応 

No. 意見の内容 県の考え方・対応 
関連 
ページ 

１ 市町への地方再犯防止推進計画

策定に向けた働き掛けは，人口規

模を考えると，広島市に対して優

先的に行うべきである。 

広島市では，令和２年度内に「第４次広島

市安全なまちづくりの推進に関する基本計

画」と一体的に策定することとして，検討が

進められています。 

13 

２ 15 ページにある再犯防止に関わ

る専門特化した研修も必要です

が，市町が「地域共生社会の実現

に向けた包括的支援体制の整備の

ための重層的支援体制」として相

談窓口を設置することを踏まえる

と，もう少し裾野の広い研修（相

談員育成）の実施も必要である。 

15ページの「取組の方向」に「犯罪・非行

をした者の支援に携わる（可能性のある）機

関，施設，団体等の職員が，司法分野と福祉

分野の双方の制度や支援のノウハウ等につ

いて知る機会が増え，理解が深まるよう取り

組みます。」としており，具体的な進め方や

内容などを，関係機関とも相談しながら，取

り組んでまいります。 

15 

３ 人間関係の希薄化，地域コミュ

ニティーの衰退といった社会情勢

を踏まえると，今後，保護司制度

をボランティアで維持することは

できないのではないかと考える。

保護司に対して協力金を支給する

などの取組について検討をするべ

きである。 

15ページの「取組の方向」に記載している

とおり，保護司制度を所管している国と連携

して人材の確保・育成に取り組んでまいりま

す。 

15 

４ 刑事施設への入所に伴って，住

居を失う人が多いと思われる。住

居は生活再建の出発点になるの

で，住居が決まらない人たちに対

する支援を積極的に進める必要が

ある。 

19，20ページの「取組の方向」に記載して

いるとおり，出所直後の住まいである「一時

的住居」の確保に向け，国の取組への協力や

市町への助言を行います。また，生活の拠点

となる「安定的住居」の確保に向け，家主の

負担感・不安感の軽減を図るため，「居住支

援法人の数」を成果指標として取り組むとと

もに，県営住宅の入居要件の緩和の検討等を

進めてまいります。 

19,20 



No. 意見の内容 県の考え方・対応 
関連 
ページ 

５ 23 ページに記載のある住居のあ

る人であっても，支援ニーズが無

くなるわけではないので，保護観

察所の市町支援が体制整備の中

で，機能拡充ができると良い。 

保護観察所の機能について，県が回答でき

る立場にありませんが，御意見を国に伝える

とともに，今後も国や市町と連携して取り組

んでまいります。 

23 

６ 薬物依存を有する者が医療機関

を退院した後，地域の中で生活で

きるよう，精神保健関係だけでな

く，社会福祉士などの他の専門職

が連携して継続的に関わっていく

必要がある。 

13 ページの「取組の方向」に，「高齢者支

援，障害者支援や生活保護などの関連分野の

支援者等においても，更生支援の視点が持た

れるよう，各分野の研修などの機会を捉え，

関心・理解の促進に取り組みます。」として

おり，地域福祉の担い手に対し，薬物依存症

やその支援の状況などについて理解の促進

を図ってまいります。なお，薬物依存に関す

る相談支援体制の整備については，「広島県

保健医療計画」で推進しています。 

13,25 

７ 精神科病院等が行うアルコール

や薬物への依存治療・自助グルー

プ支援を二次医療圏ごとの整備が

必要である。 

・依存症に係る保健医療体制の整備は，この

計画ではなく，「広島県保健医療計画」で推

進しています。県では，依存症治療を行う医

療機関を専門医療機関として選定しており，

二次保健医療圏ごとの体制整備に向けて取

り組んでまいります。 

・専門医療機関による自助グループ支援につ

いては，必要に応じて連携が図られるよう，

専門医療機関に助言してまいります。 

25 

８ 性犯罪加害者に対する治療や再

犯防止の取組，整備の必要性は高

いのではないか。 

26 ページに記載しているとおり，現状で

は，性犯罪をした者の立ち直りを支援する知

識やノウハウは，刑事司法関係機関等に蓄積

されているため，専門知識を有する職員によ

る県や市町の担当者及び事業者等への研修

などにより，犯罪・非行をした者の特性に関

する知見や支援のノウハウが地域に還元さ

れるよう取り組んでまいります。 

26 

９ 協力雇用主の研修を行い，再犯

防止のための雇用の特性と，事業

主の資質を高め，これをサポート

し育成することは，職業定着の面

からも必要である。 

「協力雇用主」は，国の制度であるため，

研修については，この計画に記載していませ

んが，県が就労支援に取り組むことで得た支

援ニーズ等の情報について，国に提供してま

いります。 

30 



No. 意見の内容 県の考え方・対応 
関連 
ページ 

10 再犯防止等の推進に関する法律

第 13条にも「少年が可塑性に富む

等の特性を有することに鑑み」と

あり，犯罪傾向の進んでいない少

年に対する支援が重要ではない

か。少年に対する支援を積極的に

進める必要がある。 

就労支援のほか，32ページの「取組の方向」

に記載しているとおり，少年院出院者や保護

観察処分少年に対し，高等学校等における授

業料等支援，定時制・通信制高等学校などの

情報を届ける取組や地域で居場所づくりや

学習支援を実施する団体とつながることが

できるよう支援してまいります。 

32 

11 この計画の内容は，犯罪・非行

をした者の立ち直りに関するもの

であることから，計画名を「広島

県再犯防止推進計画」ではなく「広

島県更生支援推進計画」とすべき

である。 

この計画は，再犯防止推進法第８条に基づ

くものであるため，計画の位置づけをわかり

やく示す観点から「広島県再犯防止推進計

画」としています。ただし，犯罪・非行をし

た者の立ち直りを支援するという趣旨を表

すため，「更生支援の推進」というサブタイ

トルを付けています。 

－ 

12 ・加害者支援と被害者支援は両輪

として取り組む必要があり，この

計画に被害者支援の体制強化に向

けた取組を盛り込んではどうか。

被害者の心情にも適うと考える。 

・計画には加害者の立ち直りにつ

いて記載されているが，被害者へ

の支援は必要ではないのか。 

・この計画は，犯罪・非行をした者を対象と

した計画であるため，その立ち直り支援につ

いて記載しています。 

・犯罪被害者支援については，これまで，県

及び全市町への相談窓口の設置や，専門研修

による相談スキルの向上など，支援の充実に

取り組んできており，引き続き，今年度策定

した総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビ

ジョン」に基づき着実に推進してまいりま

す。 

－ 

 

 

 

 

 


